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第１章 計画の目標

[様々な世帯・
居住ニーズ]

[良質な住宅]

[良好な住環境]

下町の文化と賑わいのもと、だれもが安心して、いきいきと誇りを持って住み続けられるまち

快適な暮らしを実現するための

住まいづくりとともに、次代にも

引き継がれる良質な住宅ストッ

クの形成を目指します。

地域特性に応じた取組みによ

り、防災性・防犯性や地域コミュ

ニティなど、愛着を持って住み続

けられる住環境の整備を目指し

ます。

【基本理念】

マンション管理

自然環境

だれもが暮らしやすい住生活を

実現し、子育て期や高齢期も安心

して住み続けられる住まいづく

りを目指します。

【基本目標１】

だれもが安心して住み続けられる住まいづくり

空き家対策

耐震化

バリアフリー

長期優良

環境共生

【基本目標２】

良質な住宅ストックの継承と快適に暮らせる住まいづくり

【基本目標３】

下町の住みよさを実感できる住環境づくり

保 育

教育

福祉

観光・祭・行事

芸術・芸能

歴史・文化

コミュニティ

景観

町会

職住一致・近接

地域経済・商店街

不燃化

子育て・高齢者 等

【課題 1】

多様な世代のニーズに

対応した住環境の整備

【課題 2】

マンション維持管理の

適正化

【課題 3】

賃貸住宅の質の向上

への対応

【課題 4】

環境負荷の低減や

バリアフリー等への対応

【課題 5】

空き家対策と

住宅ストックの活用

【課題 6】

防災・防犯性の向上

【課題 7】

地域特性に見合った

住宅・まちづくり

防災・防犯

課題

１

(1)子育て世帯への居住支援

（重点）

(4)住宅セーフティネットの構築

(1)住宅性能の向上支援

(2)マンションの適切な維持

管理・建替えの支援（重点）

(3)良質な民間住宅供給の誘導

(4)空き家ストックの総合対策

（重点）

(5)住まいに関する情報提供の推進

と相談体制の充実

(1)地域の良好な居住環境の形成

(2)安全・安心な住宅市街地の整備

（重点）

(3)地域コミュニティの活性化

(2)高齢者・障害者の居住の

安定確保

(3)多様な居住ニーズへの対応

①子育て世帯への居住支援

②多世代居住の推進

①高齢者・障害者向け住宅・施設の整備促進

②安心できる居住支援

①新たな住宅供給手法の普及

①住宅確保要配慮者向け住宅の確保

②サポート体制の整備

①住まいの安全性の確保

②住宅リフォームの支援

③長寿命・環境共生型住宅の普及促進

①マンションの維持管理の支援

②マンションの修繕・建替えの支援

③マンションの安全・安心対策の促進

①良質な住宅建設の指導

①空き家の適正管理の促進

②空き家の有効活用の推進

①区民向け相談の実施

②住宅関連団体等との連携・情報提供の充実

①地域主体のまちづくりの推進

②景観まちづくりの推進

③環境に配慮したまちづくりの推進

①防災まちづくりの推進

②安全で移動しやすいまちづくりの推進

①多世代居住の推進

②災害や犯罪に備えた地域力づくり

③職住一致・近接の推進

④観光と調和した住環境の形成

※（重点）・・・特に重点的に進める施策。

施策展開の方向
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除却の支援
・倒壊の危険性が高い建築物の
除却の支援

流通・リフォームの促進
・「マイホーム借上げ制度」の普及
・子育て世帯向け空き家活用モデル事業

・民間住宅を活用した住宅セーフティ
ネットの普及
・空き家を活用した職住一致・近接の
推進、多様な居住ニーズへの対応

適正管理の指導・勧告等
・管理不全な空き家に対する
指導・勧告等

総合相談の実施
【相談事項】

・利活用 ： 売却・賃貸

・管理 ： 維持・管理

・法律 ： 相続・登記

・老朽建物 ： 除却

・管理不全 ： 是正指導等

・その他

【相談対応】

・宅地建物取引主任者

・建築士

・司法書士

・弁護士

空き家予防の取組み
・区民との連携による空き家
情報の把握

空き家の発生

居住世帯ありの住宅

管理不全

倒壊の危険性

第２章 重点施策

（１）子育て世帯への居住支援

子育て世帯が、それぞれのニーズに合った住宅に安心して居住できるよう支援を行うとと

もに、集合住宅建設の際に、良好な住環境を確保するための誘導策に取り組みます。

（２）マンションの適切な維持管理・建替えの支援

住宅ストックの大きなウエイトを占めるマンションの適切な維持管理や、老朽化したマン

ションの円滑な建替え・修繕を支援するとともに、東日本大震災を教訓としたマンション

の防災・防犯対策を推進します。

（３）空き家ストックの総合対策

管理不全な空き家に対する指導・勧告等により適正管理を推進するとともに、利活用可能

な空き家の流通促進を支援します。

（４）安全・安心な住宅市街地の整備

密集市街地など高密度に建築物が立地する地域の不燃化を促進するとともに、施設のバリ

アフリー化を進め、安全・安心な住宅市街地の整備を図ります。

台東区

マンションの維持管理

の支援
・管理セミナーの開催
・相談会の実施
・相談員の派遣

・共用部分のバリアフリー化
支援

マンションの修繕・建替

えの支援
・大規模修繕実施等の支援
・「マンション建替え・改修
アドバイザー制度」利用助成

・共用部分修繕資金の融資
あっせんと利子補給

マンションの安全・安心

対策の促進
・耐震アドバイザーの派遣
・耐震診断・補強設計・
改修工事の助成
・ハンドブック等による意識啓発

東京都・宅地建物取引業協会・

建築士事務所協会・マンション管理士会 等

周辺住民とのトラブル…

居住者の関心が低い…
老朽化している…

将来修繕できるか不安…

耐震性が足りない…

災害が起きたら不安…

管理組合

管理組合

管理会社

管理組合

管理組合

理事長等連絡会
管理組合登録制度

マンションごとの課題に応じた適切な支援

賃貸マンション所有者

・公共施設や民間建築物のバリアフリー化の推進
・診療所や薬局などのバリアフリー化の支援

広場づくり
・広場等の整備
・建物の共同化等

による空地の確保

道づくり
・特定緊急輸送道路沿道建物
の耐震化の促進
・狭あい道路の拡幅整備

住まいづくり
・耐震性・耐火性のある建築物
への建替え・改修の支援
・「不燃化特区」の活用
・ブロック塀、がけ擁壁、外壁落下
防止の改善に係る支援

防災まちづくりの推進

安全で移動しやすいまちづくりの推進

子育て世帯

良質な住宅供給
・子育て世帯の住宅
リフォーム支援

・集合住宅建設における
家族向け住戸の設置

適正な住宅の確保
・「マイホーム借上げ制度」の
普及

・子育て世帯向け空き家活用
モデル事業

良好な住環境の形成
・保育所等の整備協力
・学校等に近接する建築計画
の早期周知

多世代居住の推進
・三世代同居の支援

２
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今後の主な取組み

第３章 地域別住宅施策

本区は、市街地として多様な地域特性を有しており、それぞれの特性を踏まえた住宅市

街地としての整備を進める必要があります。台東区都市計画マスタープラン（平成 18 年６

月策定）に基づき、区内を６地域に区分し、それぞれの地域特性に配慮した住宅施策の主な

取組みを示します。

第４章 計画の実現に向けて

（１）計画の指標

計画の進捗を管理し、住宅施策の方向性やその達成状況を分かりやすく示すため、基本目標に対応させ、

以下を計画の指標とします。

なお、ここにあげた指標は、重点施策の取組みや指標の観測のしやすさなどを考慮し、基本目標ごとの

進捗を計る一つの目安として示したものです。

指標 現況 目標

全体

定住意向
77.8%

(平成 25 年度)
増加

最低居住面積水準未満率
12.5%

(平成 20 年)
早期に解消

基本目標１：だれもが安心して住み続けられる住まいづくり

子育て世帯における誘導居住面積水準達成率

（大都市圏）

19.6%

(平成 20 年)
向上に努める

高齢者の居住する住宅のバリアフリー化率

(一定のバリアフリー化）

43.7%

(平成 20 年)

85%

(平成 36 年)

基本目標２：良質な住宅ストックの継承と快適に暮らせる住まいづくり

共同住宅における共用部分のバリアフリー化率
22.5%

(平成 20 年)

35%

(平成 36 年)

適切に管理されていない老朽危険空き家の件数
21 件

(平成 25 年度)

0 件

(平成 36 年度)

基本目標３：下町の住みよさを実感できる住環境づくり

緑に対する満足度
40.5%

(平成 25 年度)

50%

(平成 33 年度)※１

不燃領域率

（谷中・根岸地区）

谷中地区 45.2%

根岸地区 63.8%

(平成26年度末見込み)

70%

(平成 32 年度)※2

70%

(平成 28 年度)※2

※１ 台東区緑の基本計画における目標及び計画終了年度
※２ 密集住宅市街地整備促進事業における目標及び計画終了年度

（２）連携の強化

区民・関係団体及び事業者・行政・関係機関が連携して、それぞれの役割を果たしながら住まいづくり

に取り組むことを目指します。

（３）進行管理

本計画の進行管理にあたっては、各施策の実施状況の確認に加え、統計数値による現状把握や計画の指

標等の数値検証を行います。また、住宅政策の目標達成のため、計画の見直しを適宜行うこととします。
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●上野地域

単身世帯の増加が想定され

ることから、居住ニーズを満た

した住宅の確保とともに、周辺

の居住環境等に配慮した取組

みを進めます。

●谷中地域

老朽化した住宅や細街

路が多く存在しており、

防災性の向上を図るとと

もに、歴史的な景観を保

全しながら住環境の整備

を図ります。

●浅草・中部地域

単身世帯の増加が想定さ

れることから、周辺の居住

環境等との調和に配慮した

住宅供給を行うとともに、

歴史的な資産を活かした住

環境の整備を図ります。

●根岸・入谷地域

老朽化した住宅や細街路に対して、

防災性の向上を図るとともに、近年増

加したマンションの適切な維持管理

を促進します。

●北部地域

空き家の適正管理を推進するとと

もに、防災性の向上を図ります。また、

住・商・工の調和により、地域活力の

向上を図ります。

●南部地域

新規の住宅供給が進んでいること

から、良質な住宅供給を誘導するとと

もに、マンションの適切な維持管理に

取り組みます。
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